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前回大会（2011年）報告 
大手企業（東証１部・２部上場企業，未上場特定企業）の環境保全活動と競争優位性との関係について， 

マネジメント要因間の相互の関係性を考察 

１． 問題意識①（前回大会（2011年）報告） 

地球環境保全に対して，企業や消費者の関心は， 
かつてない程高まっているのではないか？ 

そのような今日，「環境マネジメントありき」の議論ではなく， 
  企業の環境保全活動の推進 と 
  持続的競争優位の構築に向けて求められる組織マネジメントのあり方 
について，改めて考察する必要があるのではないか？ 

企業の環境保全活動と競争優位性との関係について， 
媒介変数などを含めたマネジメント要因間の相互の関係性 
（多対多の関係性） 
についての考察がさらに必要ではないか？ 



１． 問題意識② 

研究対象企業拡大の必要性→大手企業から中小企業へ 
中小企業は日本の企業数の99.7％（中小企業庁『中小企業白書（2012年版）』） 

研究の過程で， 

環境省が定めた環境経営システムや環境報告に関するガイドラインの 

エコアクション２１の都道府県別認証登録事業者件数に関しては， 

静岡県が最も多いことが判明 

エコアクション２１の認証登録が進んでいる静岡県の中小企業では， 

環境保全活動と競争優位性との関係について， 

マネジメント要因間の相互の関係性はどのようになっているのか？ 



アンケート調査と並行して， 
静岡市，エコアクション２１地域事務局（静岡県環境資源協会），大手企業に対して， 
環境保全活動への取り組み状況についてのインタビュー調査を行う 

2010年2月に実施の 
静岡県エコアクション２１認証登録企業向けのアンケート調査に基づき， 
共分散構造分析手法により，仮説を検証する 

企業の環境保全活動の推進に向けて求められる 
組織マネジメントのあり方に関する仮説を構築する 

経営戦略論の先行研究を踏まえて， 
持続的競争優位の源泉に関し，組織能力を重視する立場から， 
企業の社会的責任や企業の目的を踏まえた上で， 
環境保全活動の推進に向けた課題を考察する 

２． 研究の方法 



企業を取り巻く環境の変化は益々激化，複雑化している 

持続的競争優位を構築するためには， 

顧客に支持され，かつ競合他社に模倣されない新製品や新事業を

継続的に市場に提供できる組織能力を構築する必要がある 

トップのアイディアだけでは戦略構築は困難 

２． 研究の方法 
－持続的競争優位の源泉に関し，組織能力を重視する立場とは？ 

トップのビジョンや戦略的意図の下， 

従業員からの創造的なアイディアや活動をいかに引き出し， 

組織学習や組織間学習を促進するかが 

新たな戦略形成にとって極めて重要 



企業の目的とは？ 
－企業の社会的責任を果たすために，長期に渡る存続（維持・発展） 

⇔利潤の追求はそのための手段（経営学と経済学の企業観の違い） 

Stakeholder（利害関係者） 

－顧客，従業員，株主，供給業者，地域社会，地球環境など 

３． 企業の社会的責任や企業の目的とは？ 

企業の社会的責任とは？（広く捉えると？） 
－製品やサービスを生産・販売する活動を通して， 

  社会に対して新たな価値を提供する 

－そのような事業活動を通して得られる経済的対価を 

  多様なStakeholderに対して公正に還元する 

 

 

 



４． 企業の環境保全活動の領域の捉え方とは？  

ブラック・ゾーン 
－環境保全活動のための法規制により， 

  順守しなければならない領域（十川廣國[2005]） 

－顧客から認証制度（ISO14001など）の取得を取引条件に求められる場合には， 

  必ず取り組み，認証取得しなければならない領域 

出所． 十川廣國『ＣＳＲの本質』中央経済社，2005年，図5-1，p.110 

グレイ・ゾーン 
－リサイクル問題や土壌汚染など社会の強い合意が得られ， 

  近い将来法律化されるような領域（十川廣國[2005]） 

－この領域のどのような問題に，いつ，どれだけ積極的に取り組むのかは， 

  トップの戦略的意思決定の問題 

ホワイト・ゾーン 
－現段階では緊急に求められるものではないものの， 

  将来的には解決に取り組まなければならないような領域（十川廣國[2005]） 

－この領域のどのような問題に，いつ，どれだけ積極的に取り組むのかは， 

  トップの戦略的意思決定の問題 



環境保全活動への取り組みと， 

収益性や製品の品質・コスト・納期 

（ＱＣＤ／Quality，Cost，Delivery）との両立を図ること 

企業は全ての領域の環境保全活動へ取り組むことができる？？？ 

⇔グレイ・ゾーン，ホワイト・ゾーンの領域の問題解決のための投資負担が過大になれば， 

  最悪の場合企業は存続できなくなり，企業の社会的責任を果たせなくなってしまう 

そのために組織をあげて知の結集を図る 

⇔具体的な内容は仮説１～４として提示 

５． 企業の環境保全活動の推進に向けた課題とは？ 
－企業の社会的責任や企業の目的を踏まえると 



仮説１－トップの役割 
－企業の環境保全活動の推進には，トップがその役割を果たすことが貢献する 

仮説１の観測変数－トップの役割とは？ 
① 環境マネジメントに対するビジョンを明確に提示し，従業員の間に浸透させる 
② 環境配慮型製品開発に対し，トップ自らが手厚いサポートを行う 

仮説２－ミドルの役割 
－企業の環境保全活動の推進には，ミドルがその役割を果たすことが貢献する 

仮説２の観測変数－ミドルの役割とは？ 
① 環境マネジメントに対するトップのビジョンを自部門に浸透させる 
② 環境マネジメントの推進に関する部下の創造性を引き出し， 
   部下からの提案をトップに後押しする 
③ ミドル自身もトップに対し提案する（以上，ミドルの上下のコミュニケーターの役割） 
④ 環境マネジメントの推進に向けて異部門交流を図る 
   （以上，ミドルの左右のコミュニケーターの役割） 

６． 環境保全活動の推進に向けて求められる 
 組織マネジメントのあり方に関する仮説の構築と検証①  



仮説３－人材マネジメント 

－企業の環境保全活動の推進には，人材マネジメントが機能していることが貢献する 

仮説３の観測変数－人材マネジメントとは？ 
① 前向きな失敗に対して，寛容な評価がなされる 

② 人事評価結果の説明や目標設定に関して，上司と部下の間で合意がなされる 

③ 目標設定に関して，環境マネジメントに関する項目が盛り込まれる 

④ 目標が達成できなかった従業員に対して，組織としてのフォローアップがなされる 

６． 環境保全活動の推進に向けて求められる 
 組織マネジメントのあり方に関する仮説の構築と検証②  



仮説４－風通しの良い組織風土 

－企業の環境保全活動の推進には，風通しの良い組織風土が貢献する 

仮説４の観測変数－風通しの良い組織風土とは？ 
① 従来とは異なる状況が生じた場合に臨機応変な意思決定がなされる 

② 異部門との協力や情報交流に向けて，インフォーマル・コミュニケーションがなされる 

③ トップに企業家精神がある 

④ 環境マネジメントに関する業務内容への裁量権が現場にある 

   （営業部門，開発部門，生産部門，管理部門など） 

６． 環境保全活動の推進に向けて求められる 
 組織マネジメントのあり方に関する仮説の構築と検証③  



環境保全活動への取り組み

風通しの良い組織風土

ミドルの役割 人材マネジメント

トップの役割
-0.673

0.176

-0.394

-0.282

-0.676

0.351

0.051
0.064

0.043

0.365

CMIN（χ2値）；1690.205， CFI（比較適合度指標）；0.722，
RMSEA（平均二乗誤差平方根）；0.093，斜体字（下線）は非有意

６． 環境保全活動の推進に向けて求められる 
 組織マネジメントのあり方に関する仮説の構築と検証①  

環境保全活動への取り組み

風通しの良い組織風土

ミドルの役割 人材マネジメント

トップの役割
0.520

0.415

0.320

0.451

0.687

0.494

0.062 -0.081

0.040

0.055

CMIN（χ2値）；2789.455， CFI（比較適合度指標）；0.734，
RMSEA（平均二乗誤差平方根）；0.109，斜体字（下線）は非有意

大手企業（東証１部・２部上場，未上場特定企業）の結果（2011年報告） 静岡県エコアクション２１認証登録企業の結果（2012年報告） 



トップの役割は風通しの良い組織風土を経由して 

間接的にもマイナスに貢献する（＝阻害する？） 

∵ 風通しの良い組織風土←トップの役割 ；           標準化係数- 0.282（有意） 

   環境保全活動への取り組み←風通しの良い組織風土 ； 標準化係数  0.176（有意） 

 

トップの役割は企業の環境保全活動の推進に対して 

直接的にマイナスに貢献する（＝阻害する？） 

∵ 環境保全活動への取り組み←トップの役割 ； 標準化係数 -0.673（有意） 

仮説１－トップの役割 ； 必ずしも支持されたとは考えられない 

－トップがその役割を過剰に果たすと，環境保全活動の推進に向けて， 

  むしろ現場を疲弊させる可能性がある？ 

６． 環境保全活動の推進に向けて求められる 
 組織マネジメントのあり方に関する仮説の構築と検証②  



ミドルの役割は風通しの良い組織風土を経由して間接的に貢献する 

∵ 風通しの良い組織風土←ミドルの役割 ；                    標準化係数 0.351（有意） 

  環境保全活動への取り組み←風通しの良い組織風土 ； 標準化係数 0.176（有意） 

 

ミドルの役割は企業の環境保全活動の推進に対して直接的に貢献する？ 

∵ 環境保全活動への取り組み←ミドルの役割 ； 標準化係数 0.051（非有意） 

仮説２－ミドルの役割 ； 支持されたと考えられれる 

－企業の環境保全活動の推進には，ミドルがその役割を果たすことが貢献する 

６． 環境保全活動の推進に向けて求められる 
 組織マネジメントのあり方に関する仮説の構築と検証③  



環境保全活動に関する大手企業に対するインタビュー調査 と相反している 

→中小企業と大手企業との人材マネジメント上の違い？ 

∵ 「各部門の業績評価項目に環境保全活動に関する項目を盛り込むようにした結果， 

    環境保全活動が推進された」とのインタビュー調査（2010/4/30，2010/8/25） 

人材マネジメントは風通しの良い組織風土を経由して間接的に貢献する？ 

∵ 風通しの良い組織風土←人材マネジメント ；                標準化係数 0.043（非有意） 

   環境保全活動への取り組み←風通しの良い組織風土 ； 標準化係数 0.176（有意） 

 

人材マネジメントは企業の環境保全活動の推進に対して直接的に貢献する？ 

∵ 環境保全活動への取り組み←人材マネジメント ； 標準化係数 -0.064（有意） 

仮説３－人材マネジメント；必ずしも支持されたとは考えられない 

－企業の環境保全活動の推進には，人材マネジメントが機能していることが貢献する 

６． 環境保全活動の推進に向けて求められる 
 組織マネジメントのあり方に関する仮説の構築と検証④  



風通しの良い組織風土は環境保全活動の推進に対して直接的に貢献する 

∵ 環境保全活動への取り組み←風通しの良い組織風土 ； 標準化係数0.176（有意） 

仮説４－風通しの良い組織風土 ； 支持されたと考えられれる 

－企業の環境保全活動の推進には，風通しの良い組織風土が貢献する 

６． 環境保全活動の推進に向けて求められる 
 組織マネジメントのあり方に関する仮説の構築と検証⑤  



仮説２（ミドルの役割），仮説４（風通しの良い組織風土）が支持されたことから 
－企業の環境保全活動の推進には，風通しの良い組織風土が直接的に貢献する 

－ミドルがその役割を果たすことが風通しの良い組織風土を通じて間接的にも貢献する 

さらなる実証分析に向けて 
－トップの意向や具体的な指示事項が， 

  環境保全活動を進めていく上で，どの段階での影響が大きいのか？ 

  Ex. 構想段階，具体的検討段階，実施段階，定型業務化段階，フォローアップ段階

－トップの意向や具体的な指示事項が， 

  ミドルや一般従業員のモラール（やる気，士気）にどのような影響を及ぼすのか？ 

仮説１（トップの役割）が必ずしも支持されなかったことに対して 
－トップがその役割を過剰に果たすと，環境保全活動の推進に向けて， 

  むしろ現場を疲弊させる可能性がある？ 

 

７． 結論と今後の研究課題① 



調査対象企業の拡大 
2011年神奈川県内中小企業556社にアンケート調査実施済み，現在鋭意分析中→2013年報告希望 

仮説３（人材マネジメント）が必ずしも支持されず， 

大手企業へのインタビュー調査と相反したことに対して 
① 大手企業と中小企業の人材マネジメント要因の相違に関する知見を深める 

② 人材マネジメントが環境保全活動への取り組みに必ずしも貢献しない 

   と判断してしまうのは早計 

∵ 環境マネジメントに関する業務目標の設定というアンケート質問項目の意図が 

   回答者に十分に伝わらなかった可能性などが考えられる 

③ アンケート質問項目のより中小企業の実務に近い形での改善が必要 

７． 結論と今後の研究課題② 



研究プロジェクト（環境省からの研究助成） 
早稲田大学・拓殖大学・静岡大学・宮城大学 

環境マネジメント・共同研究グループ 

（2009～20011年度政策研究「環境政策と企業行動に関する研究分野」）  

アンケート調査の趣旨 
「環境マネジメントありき」の議論ではなく， 

企業の環境保全活動の推進と持続的競争優位の構築に向けて求められる 

組織マネジメントのあり方について考察 

対象企業：静岡県エコアクション２１認証登録企業500社 

実施時期：2010年2月上旬発送，同年2月末日までに郵送により回収 

回収率  ：40.2％（201社，エコアクション２１地域事務局（静岡県環境資源協会）のご協力） 

Appendix アンケート調査の概要 



Appendix 共分散構造分析結果（標準化係数）一覧① 

注． 表中の標準化係数は，赤斜体字以外は5％水準で有意。 

潜在変数 潜在変数 標準化係数

環境保全活動への取り組み ← 風通しの良い組織風土 0.176

環境保全活動への取り組み ← ミドルの役割 0.051

環境保全活動への取り組み ← 人材マネジメント 0.064

環境保全活動への取り組み ← トップの役割 -0.673 

風通しの良い組織風土 ← ミドルの役割 0.351

風通しの良い組織風土 ← 人材マネジメント 0.043

風通しの良い組織風土 ← トップの役割 -0.282 

ミドルの役割 ← トップの役割 -0.676 

人材マネジメント ← ミドルの役割 0.365

人材マネジメント ← トップの役割 -0.394 

潜在変数間



Appendix 共分散構造分析結果（標準化係数）一覧② 

注． 表中の標準化係数は，5％水準で有意。 

観測変数 潜在変数 標準化係数

３Ｒ（Reduce，Reuse，Recycle） ← 環境保全活動への取り組み 0.461

環境報告書の作成と公表 ← 環境保全活動への取り組み 0.486

グリーン購入 ← 環境保全活動への取り組み 0.417

環境会計 ← 環境保全活動への取り組み 0.520

ライフサイクル・アセスメント ← 環境保全活動への取り組み 0.525

エコ・デザイン ← 環境保全活動への取り組み 0.376

推進専門部署の設置 ← 環境保全活動への取り組み 0.552

従業員への啓発活動 ← 環境保全活動への取り組み 0.655

グループ企業の環境保全活動のサポート ← 環境保全活動への取り組み 0.529

臨機応変な意思決定 ← 風通しの良い組織風土 0.431

異部門との協力や情報交流に向けたインフォーマル・コミュニケーション ← 風通しの良い組織風土 0.448

トップの企業家精神 ← 風通しの良い組織風土 0.188

環境マネジメントに関する業務内容への裁量権（営業部門） ← 風通しの良い組織風土 0.807

環境マネジメントに関する業務内容への裁量権（開発部門） ← 風通しの良い組織風土 0.813

環境マネジメントに関する業務内容への裁量権（生産部門） ← 風通しの良い組織風土 0.818

環境マネジメントに関する業務内容への裁量権（管理部門） ← 風通しの良い組織風土 0.739

環境マネジメントの推進に向けた技術，知識，ノウハウの共有 ← 風通しの良い組織風土 0.548

環境マネジメントの推進に向けた従業員の創造的なアイディアの提案や活動 ← 風通しの良い組織風土 0.540

環境マネジメントに対するトップのビジョンの自部門への浸透 ← ミドルの役割 0.780

環境マネジメントの推進に関する部下の創造性の引き出し ← ミドルの役割 0.811

環境マネジメントの推進に関する部下からの提案のトップへの後押し ← ミドルの役割 0.904

環境マネジメントの推進に関するミドル自身のトップへの提案 ← ミドルの役割 0.872

環境マネジメントの推進に向けた異部門交流 ← ミドルの役割 0.796

前向きな失敗に対する寛容な評価 ← 人材マネジメント 0.299

人事評価結果の説明や目標設定に関する上司と部下の合意 ← 人材マネジメント 0.545

環境マネジメントに関する業務目標の設定 ← 人材マネジメント 0.430

環境マネジメントに対するビジョンの提示 ← トップの役割 0.672

環境マネジメントに対するビジョンの従業員への浸透 ← トップの役割 -0.824 

環境配慮型製品開発に対するサポート ← トップの役割 -0.402 

観測変数←潜在変数



Appendix 参考文献① 
Amabile, Teresa M.，“How to kill Creativity”，Harvard Business Review, September-October 1998，pp.76-87 

Argyris, Chris, Schön, Donald A., Organizational Learning Ⅱ: Theory, Method, and Practice，Addison-Wesley Publishing. Company，1996 

Barney, Jay B., Gaining and Sustaining Competitive Advantage，Second Edition，Prentice Hall，2002 

Doz，Yves L.Hamel Gary，Alliance advantage: the art of creating value through partnering，Harvard Business School Press，1998 

Ghoshal, Sumantra，Bartlett, Christopher A. The Individualized Corporation，HarperBusiness，1997 

Grant, Robert，M.“The Resource-Based Theory of Competitive Advantage: Implications for Strategy Formulation”，California .Management Review,  

 Spring 1991，pp.114-135 

Hamel, Gary, Prahalad, C.K.“Strategic Intent”，Harvard Business Review, May-June 1989，pp.63-76 

Kim，W. Chan，Mauborgne，Renée，“Procedural Justice, Strategic Decision Making, and the Knowledge Economy”，Strategic Management Journal，1998， 

 Vol.19，Issue 4，pp.323-33 

Kohn, Alfie，Punished by Rewards，Peplica Books，1993 

Mintzberg, Henry, Ahlstrand, Bruce, Lampel, Joseph，Strategy Safari，Free Press，1998 

Porter, Michael E.，Competitive Strategy，Free Press，1980 

Porter, Michael E.，Competitive advantage，Free Press，1985 

Porter，Michael E.Kramer，Mark R.“Strategy and Society：The Link Between Competitive Advantage and Corporate Social Responsibility”， 

 Harvard Business Review，December 2006，pp.78-92 

Porter，Michael E．van der Linde，Claas，“Green and Competitive：Ending the Stalemate”，Harvard Business Review，September-October 1995，pp.120-134 

Prahalad, C.K. Hamel, Gary，“The Core Competence of the Corporation”，Harvard Business Review，May-June 1990，pp.79-91 

Probst, Gilbert J. B.，Büchel，Bettina S.T., Organizational Learning: The competitive advantage of the future, Prentice Hall, 1997 

Stalk, George, Evans, Philip & Shulman, Lawrence，E.“Competing on Capabilities: The New Rules of Corporate Strategy”，Harvard Business Review,  

 March-April 1992，pp.57-69 

Wernerfelt, Birger，“A Resource-based View of the Firm”，Strategic Management Journal, Vol.5，1984，pp.171-180 

青木幹喜『エンパワーメント経営』中央経済社，2006年 

赤尾健一，鵜殿倫朗，角田光弘，黒川哲史，鷲津明由「環境マネジメントシステムと企業行動」，早稲田大学社会科学総合学術院‘Working Paper Series’， 

 No.2011-6，2011年 

天野明弘，國部克彦，松村寛一郎，玄場公規［編］『環境経営のイノベーション』生産性出版，2006年 

井上善海［編］『中小企業の戦略－戦略優位の中小企業経営－』同友館，2009年 

大石展緒，都竹浩生『Amosで学ぶ調査データ解析』東京図書，2009年 



Appendix－参考文献② 
小川英次『現代経営論－中小企業経営の視点を探る』中央経済社，2009年 

角田光弘「半導体企業分析のための新たな理論的フレームワークの構築」，アジア経営学会『アジア経営研究』第11号（2005年5月），pp.99-108 

角田光弘「半導体企業の戦略的課題と持続的競争優位－能力ベース論と事例研究に基づく試論的な分析フレームワーク－」， 

 慶應義塾大学商学会『三田商学研究』第48巻第6号（2006年2月），pp.129-145 

角田光弘「インセンティブ・システムとしての成果主義の可能性」，慶應義塾大学商学会『三田商学研究』第50巻第3号（2007年8月），pp.437-455 

角田光弘「成果主義の現状と今後の可能性についての再考」，実践経営学会『実践経営』第47号（2010年8月），pp.141-148 

角田光弘「環境保全活動と組織マネジメント」，実践経営学会『実践経営学研究』第3号（実践経営学会第54回全国大会報告論文集）（2011年9月），pp.211-218 

角田光弘「環境保全活動と組織マネジメント」，拓殖大学経営経理研究所『拓殖大学 経営経理研究』第92号（2011年10月），pp.53-83 

角田光弘「静岡県エコアクション２１認証登録企業における環境保全活動と組織マネジメント」，早稲田大学社会科学総合学術院‘Working Paper Series’， 

 No.2011-2（2012年2月） 

川上義明『現代中小企業経営論』税務経理協会，2006年 

金原達夫，金子慎治『環境経営の分析』白桃書房，2006年 

金原達夫，金子慎治，藤井秀道，川原博満『環境経営の日米比較』中央経済社，2011年 

金原達夫，藤井秀道「日本企業における環境行動の因果メカニズムに関する分析」，日本経営学会『日本経営学会誌』第23号（2009年5月），pp.4-13 

狩野裕，三浦麻子『グラフィカル多変量解析（増補版）―AMOS，EQS，CALISによる目で見る共分散構造分析』現代数学社，2002年 

慶應戦略経営研究グループ［編］『「組織力」の経営 日本のマネジメントは有効か』中央経済社，2002年 

今野喜文「経営戦略論の発展と持続的競争優位」，『北星学園大学経済学部 北星論集』第46巻第1号（2006年9月），pp.25-46 

今野喜文「組織能力と持続的競争優位」，『北星学園大学経済学部 北星論集』第46巻第2号（2007年3月），pp.19-37 

財団法人機械振興協会経済研究所『機械工業経済研究報告書・H8-2・機械関連企業の地球環境問題への対応と課題』，1997年 

財団法人機械振興協会経済研究所『機械工業経済研究報告書・H13-4・エコ・イノベーションの創造と戦略経営の課題』，2002年 

財団法人機械振興協会経済研究所『機械工業経済研究報告書・H17-4・中小企業におけるエコ・イノベーションの創造と戦略経営の課題』，2006年 

財団法人機械振興協会経済研究所『機械工業経済研究報告書・H18-4・環境経営における“見える化”の実態と戦略経営の課題』，2007年 

十川廣國「企業の再活性化と戦略的イノベーション」，慶應義塾大学商学会『三田商学研究』第38巻第1号（1995年4月），pp.1-12 

十川廣國『戦略経営のすすめ』中央経済社，2000年 

十川廣國「企業変革と戦略経営の視点」，慶應義塾大学商学会『三田商学研究』第44巻第5号（2001年12月），pp.19-31 

十川廣國『新戦略経営・変わるミドルの役割』文眞堂，2002年 

十川廣國「エコ・イノベーション」，慶應義塾大学商学会『三田商学研究』第45巻第5号（2002年12月），pp.21-29 

十川廣國『ＣＳＲの本質』中央経済社，2005年 



Appendix－参考文献③ 
十川廣國，青木幹喜，遠藤健哉，馬塲杉夫，清水馨，今野喜文，坂本義和，山﨑秀雄，山田敏之，周炫宗，横尾陽道，小沢一郎，角田光弘 

 「『未来創造経営』に関するアンケート調査」，慶應義塾大学商学会『三田商学研究』第45巻第6号（2003年2月（a）），pp.143-186 

十川廣國，青木幹喜，遠藤健哉，馬塲杉夫，清水馨，坂本義和，山﨑秀雄，今野喜文，山田敏之，周炫宗，朱琰，横尾陽道，小沢一郎，角田光弘，岡田拓己， 

 渡邉航「『新時代の企業行動－継続と変化』に関するアンケート調査」，慶應義塾大学商学会『三田商学研究』第46巻第5号（2003年12月（b）），pp.45-65 

十川廣國，青木幹喜，遠藤健哉，馬塲杉夫，清水馨，今野喜文，山﨑秀雄，山田敏之，坂本義和，周炫宗，横尾陽道，小沢一郎，角田光弘，岡田拓己，渡邉航 

 「『新時代の企業行動－継続と変化』に関するアンケート調査（２）」，慶應義塾大学商学会『三田商学研究』第47巻第6号（2005年2月），pp.121-145 

十川廣國，青木幹喜，遠藤健哉，馬塲杉夫，清水馨，今野喜文，山﨑秀雄，山田敏之，坂本義和，周炫宗，横尾陽道，小沢一郎，角田光弘，岡田拓己， 

 永野寛子「『新時代の企業行動－継続と変化』に関するアンケート調査（３）」，慶應義塾大学商学会『三田商学研究』第48巻第6号（2006年2月），pp.147-167 

十川廣國，青木幹喜，遠藤健哉，馬塲杉夫，清水馨，今野喜文，山﨑秀雄，山田敏之，坂本義和，周炫宗，横尾陽道，小沢一郎，角田光弘，岡田拓己， 

 永野寛子「変化の時代における不変のマネジメント」，慶應義塾大学商学会『三田商学研究』第49巻第7号（2007年2月），pp.205-228 

谷本寛治［編］『ＣＳＲ経営 企業の社会的責任とステイクホルダー』中央経済社，2004年 

中小企業庁『中小企業白書（2012年版）』，http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H24/H24/index.html 

豊田秀樹［編］『共分散構造分析［Amos編］』東京図書，2007年 

貫隆夫，奥林康司，稲葉元吉［編］『環境問題と経営学』中央経済社，2004年 

馬塲杉夫『個の主体性尊重のマネジメント』白桃書房，2005年 

藤本隆宏『能力構築競争』中央公論新社，2003年 

藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社，2004年 

馬奈木俊介『環境経営の経済分析』中央経済社，2010年 

村瀬洋一，高田洋，廣瀬毅士『ＳＰＳＳによる多変量解析』オーム社，2007 年 

山田敏之「機械企業と環境管理」，財団法人機械振興協会 経済研究所『機械経済研究』第29号（1998年10月），pp.81-100 

山田敏之「企業の環境戦略と競争力」，財団法人機械振興協会 経済研究所『機械経済研究』第33号（2002年1月），pp.27-41 

横尾陽道「企業文化と戦略経営の視点」，慶應義塾大学商学会『三田商学研究』第47巻第4号（2004年10月），pp.29-42 

早稲田大学『平成21年度 環境経済の政策研究「市場取引活動における環境配慮型新制度の導入効果についての理論的・実証的検討」』，2010年 

早稲田大学，拓殖大学，静岡大学 

 『平成22年度 環境経済の政策研究「市場取引活動における環境配慮型新制度の導入効果についての理論的・実証的検討」』，2011年 


